
第１２号議案                            

   足立区事務手数料条例の一部を改正する条例       

 上記の議案を提出する。                     

  令和６年２月２１日                     

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生    

 

   足立区事務手数料条例の一部を改正する条例 

 足立区事務手数料条例（昭和３３年足立区条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表第１を次のように改める。 

別表第１（第６条関係） 

 区民関係 

 事務 手数料の名称 種別・単位 額 徴収時期 

 １  道路運送車両法

（昭和２６年法律

第１８５号）第３

４条第２項の規定

（同法第７３条第

２項において準用

する場合を含む。）

に基づく自動車の

臨時運行の許可の

申請に対する審査 

臨 時 運 行 許 可 申

請手数料 

１両につき ７５０円許 可 申 請

のとき 

 ２  戸籍法（昭和２

２年法律第２２４

号）第１０条第１

項、第１０条の２

戸 籍 の 謄 本 若 し

く は 抄 本 又 は 戸

籍 証 明 書 交 付 手

数料 

１通につき ４５０円。

ただし、多

機 能 端 末

機 を 利 用

交 付 申 請

又 は 交 付

のとき 



第１項から第５項

まで若しくは第１

２６条の規定に基

づく戸籍の謄本若

しくは抄本の交付

又は同法第１２０

条第１項、第１２

０条の２第１項若

しくは第１２６条

の規定に基づく戸

籍証明書の交付 

す る こ と

に よ る 交

付 に つ い

ては、１件

に つ き ２

２ ０ 円 と

する。 

 ３  戸籍法第１０条

第１項、第１０条

の２第１項から第

５項まで又は第１

２６条の規定に基

づく戸籍に記載し

た事項に関する証

明書の交付 

戸 籍 の 記 載 事 項

証 明 書 交 付 手 数

料 

証 明 事 項 １

件につき 

３５０円交 付 申 請

又 は 交 付

のとき 

 ４  戸籍法第１２０

条の３第２項の規

定に基づく戸籍電

子証明書提供用識

別符号の発行（情

報通信技術を活用

した行政の推進等

に関する法律（平

戸 籍 電 子 証 明 書

提 供 用 識 別 符 号

発行手数料 

１件につき ４００円発 行 申 請

又 は 発 行

のとき 



成１４年法律第１

５１号）第７条第

１項の規定により

同法第６条第１項

に規定する電子情

報処理組織を使用

する方法（総務省

令で定めるものに

限る。以下この項

において同じ。）に

より戸籍電子証明

書提供用識別符号

の発行を行う場合

（当該発行に係る

戸籍電子証明書の

請求が同条第１項

の規定により同項

に規定する電子情

報処理組織を使用

する方法により行

わ れ た 場 合 に 限

る。）における当該

発行及び戸籍電子

証明書提供用識別

符号の発行に係る

戸籍電子証明書の

請求を行う者が同

時に当該戸籍電子



証明書が証明する

事項と同一の事項

を証明する戸籍の

謄本若しくは抄本

又は戸籍証明書の

請求を行う場合に

おける当該発行を

除く。） 

 ５  戸籍法第１２条

の２において準用

する同法第１０条

第１項若しくは第

１０条の２第１項

から第５項までの

規定若しくは同法

第１２６条の規定

に基づく除かれた

戸籍の謄本若しく

は抄本の交付又は

同法第１２０条第

１項、第１２０条

の２第１項若しく

は第１２６条の規

定に基づく除籍証

明書の交付 

除 か れ た 戸 籍 の

謄 本 若 し く は 抄

本 又 は 除 籍 証 明

書交付手数料 

１通につき ７５０円交 付 申 請

又 は 交 付

のとき 

 ６  戸籍法第１２条

の２にお いて 準用

除 か れ た 戸 籍 に

記 載 し た 事 項 に

証 明 事 項 １

件につき 

４５０円

 

交 付 申 請

又 は 交 付



する同法 第１ ０条

第１項若 しく は第

１０条の ２第 １項

から第５ 項ま での

規定又は 同法 第１

２６条の 規定 に基

づく除か れた 戸籍

に記載し た事 項に

関する証 明書 の交

付 

関 す る 証 明 書 交

付手数料 

のとき 

 ７  戸籍法第１２０

条の３第２項の規

定に基づく除籍電

子証明書提供用識

別符号の発行（情

報通信技術を活用

した行政の推進等

に関する法律第７

条第１項の規定に

より同法第６条第

１項に規定する電

子情報処理組織を

使用する方法によ

り除籍電子証明書

提供用識別符号の

発 行 を 行 う 場 合

（当該発行に係る

除籍電子証明書の

除 籍 電 子 証 明 書

提 供 用 識 別 符 号

発行手数料 

１件につき ７００円発 行 申 請

又 は 発 行

のとき 



請求が同項の規定

により同項に規定

する電子情報処理

組織を使用する方

法により行われた

場合に限る。）にお

ける当該発行及び

除籍電子証明書提

供用識別符号の発

行に係る除籍電子

証明書の請求を行

う者が同時に当該

除籍電子証明書が

証明する事項と同

一の事項を証明す

る除かれた戸籍の

謄本若しくは抄本

又は除籍証明書の

請求を行う場合に

おける当該発行を

除く。） 

 ８ 戸籍法第４８条

第１項（同法第１

１７条において準

用 す る 場 合 を 含

む。）の規定に基づ

く届出若しくは申

請の受理の証明書

届 出 等 の 受 理 又

は 記 載 事 項 の 証

明書交付手数料 

１通につき ３５０円。

ただし、婚

姻、離婚、

養子縁組、

養 子 離 縁

又 は 認 知

の 届 出 の

交 付 申 請

又 は 交 付

のとき 



の交付、同法第４

８条第２項（同法

第１１７条におい

て準用する場合を

含む。）若しくは第

１２６条の規定に

基づく届書その他

区長の受理した書

類に記載した事項

の証明書の交付又

は同法第１２０条

の６第１項の規定

に基づく届書等情

報の内容の証明書

の交付 

受 理 に つ

いて、請求

に よ り 法

務 省 令 で

定 め る 様

式 に よ る

上 質 紙 を

用 い る 場

合 に あ っ

ては、１，

４ ０ ０ 円

とする。 

 ９ 戸籍法第４８条

第２項（同法第１

１７条において準

用する場合を含

む。）の規定に基づ

く届書その他区長

の受理した書類を

閲覧に供する事務

又は同法第１２０

条の６第１項の規

定に基づく届書等

情報の内容を表示

したものを閲覧に 

戸 籍 届 書 等 の 閲

覧手数料 

書 類 又 は 届

書 等 情 報 の

内 容 を 表 示

し た も の １

件につき 

３５０円閲 覧 申 請

又 は 閲 覧

のとき 



  供する事務     

 １ ０  社 会 福 祉 法

（昭和２６年法律

第４５号）第５９

条の規定に基づき

なされた届出の内

容に基づく証明 

社 会 福 祉 法 人 の

理 事 在 任 証 明 手

数料 

１件につき ４００円証 明 発 行

のとき 

 １１  租税特別措置

法（昭和３２年法

律第２６号）第４

１条の１８の３、

租税特別措置法施

行令（昭和３２年

政令第４３号）第

２６条の２８の２

及び租税特別措置

法施行規則（昭和

３２年大蔵省令第

１５号）第１９条

の１０の５に基づ

く証明 

税 控 除 対 象 と な

る 社 会 福 祉 法 人

の証明手数料 

１件につき ４００円証 明 発 行

のとき 

 別表第６中 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

１２万６，０００円

を 

 

当該部分の床面積の合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０００平方メートル以

内のもの 

１６万円



 

当該部分の床面積の合計が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

２０万円

」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

１２万６，０００円

に、

」 

「 

建築物の延べ面積が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内のもの 

１２万６，０００円

を 

建築物の延べ面積が１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平方メートル以内のも

の 

１６万円

建築物の延べ面積が２５，０００平方メート

ルを超えるもの 

２０万円

」 

「 

建築物の延べ面積が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内のもの 

１２万６，０００円
に、

」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

３５万９，０００円

を 
当該部分の床面積の合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０００平方メートル以

内のもの 

４２万９，０００円

当該部分の床面積の合計が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

５０万円

」 



「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

３５万９，０００円

に、

」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

６７万円

を 
当該部分の床面積の合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０００平方メートル以

内のもの 

７８万９，０００円

当該部分の床面積の合計が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

９０万円

」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

６７万円

に、

」 

「 

建築物の延べ面積が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内のもの 

６７万円

を 

建築物の延べ面積が１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平方メートル以内のも

の 

７８万９，０００円

建築物の延べ面積が２５，０００平方メート

ルを超えるもの 

９０万円

」 

「 

建築物の延べ面積が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内のもの 

６７万円
に、



」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

８万８，０００円

を 
当該部分の床面積の合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０００平方メートル以

内のもの 

１１万２，０００円

当該部分の床面積の合計が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

１４万円

」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

８万８，０００円

に、

」 

「 

建築物の延べ面積が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内のもの 

８万８，０００円

を 

建築物の延べ面積が１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平方メートル以内のも

の 

１１万２，０００円

建築物の延べ面積が２５，０００平方メート

ルを超えるもの 

１４万円

」 

「 

建築物の延べ面積が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内のもの 

８万８，０００円
に、

」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

２０万５，０００円

を 



 

当該部分の床面積の合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０００平方メートル以

内のもの 

２４万７，０００円  

当該部分の床面積の合計が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

２９万円

」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

２０万５，０００円

に、

」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

３６万１，０００円

を 
当該部分の床面積の合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０００平方メートル以

内のもの 

４２万７，０００円

当該部分の床面積の合計が２５，０００平方

メートルを超えるもの 

４９万１，０００円

」 

「 

当該部分の床面積の合計が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００平方メートル以内

のもの 

３６万１，０００円

に、

」 

「 

建築物の延べ面積が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内のもの 

３６万１，０００円

を 

建築物の延べ面積が１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平方メートル以内のも

の 

４２万７，０００円



 

建築物の延べ面積が２５，０００平方メート

ルを超えるもの 

４９万１，０００円

」 

「 

建築物の延べ面積が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内のもの 

３６万１，０００円
に 

」 

改める。 

 別表第７の１の項から５の項までの規定中「建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律」に改め、同表６の項中「建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律施行規則」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則」に改め、同表備考３及び備考４中「建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律」に改め、同表備考６中「建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律施行令」を「建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律施行令」に改め、同表備考８から備考１０までの規

定中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

   付  則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。ただし、別表第７の

改正規定は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 戸籍法等の改正に伴い、規定を整備する必要があるので、この条例案

を提出いたします。 


